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当金庫は，みやぎ亘理農業協同組合が，組合員・利用者への安定的

かつ円滑な資金供給を担う，重要な農業協同組合であるという認識の

下，当組合の資本増強支援にあたり，再編強化法を活用することによ

り，財務基盤の健全性を確保することといたしました。

こうした資本増強により，みやぎ亘理農業協同組合が財務基盤の健

全性を確保し，農業者に対する信用供与の円滑化と，被災者支援をは

じめとする被災地域の復興に資する方策を実践するよう，当金庫としま

しては，農業協同組合の信用事業系統の中央組織として，「信用事業

強化指導計画」を策定のうえ，当組合に対し，指導および助言を実施す

るなど全面的な支援を行ってまいる所存です。

当金庫はこうした取組みを通じ，被災地域の農業・経済の復興に向け

て，役割を果たしてまいります。

１ 信用事業強化指導計画の策定にあたって

【みやぎ亘理農業協同組合】

組合員・利用者への安定

的かつ円滑な資金供給

【目指すべき到達点】

地域農業・経済の復興

【農林中央金庫】

指導・助言



3

２ 経営指導方針

当組合が信用事業強化計画を着実に履行するように，当金庫は本支店の体制を整備し，指導を適

時・適切に実施してまいります。

経営指導方針

指導体制の強化

平成23年度から２年間の「中期経営計画」において復興支援を最重要課題と位置付け，これに本支店

一体となって取り組んでいくため，理事長を本部長とする復興対策本部会議を設置するとともに，復興

対策担当理事を配置いたしました。

本店内に「復興対策部」を新設するとともに，宮城県内の農協系統との連携強化のため，宮城県農業

協同組合中央会に幹部職員を２名派遣したほか，当組合における信用事業強化計画の実施・進捗管理

等を支援するため，当組合に対して幹部職員1名を専担で配置し，人材派遣することとしております。
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２ 経営指導方針

地域の行政機関や，宮城県内JAグループにより設置された「JAグループ宮城災害復興本部」 ，全国農業協同組合中

央会，宮城県農業協同組合中央会，全国農業協同組合連合会，全国共済農業協同組合連合会などの農協系統諸団

体と連携してまいります。

外部機関との連携
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連携

農業者に対する信用
供与の円滑化・地域
経済の活性化に関す
る指導

財務内容の健全性に

関する指導

被災債権の
管理に関する指導

【信用事業指導契約】
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３ 信用事業強化計画を実施するために行う指導の内容

農業者に対する信用供与の円滑化と地域経済の活性化に資するため，各施策の実施状況および実

績を確認するとともに，これまで以上に地域の農業者への円滑な資金提供や充実した金融サービスが

実施されるよう指導・助言を行ってまいります。

農業者に対する信用供与の円滑化・地域経済の活性化に関する指導

当金庫は，当組合からの日常的な相談等に対し，必要に応じ外部専門家の機能も活用しながら対応す

るとともに，定期的な進捗管理を通じその実施状況を把握し，適時・適切に指導・助言を行ってまいります。

ａ 被災債権の状況把握

− 四半期毎に「宮城県ＪＡ経営改善対策委員会」において，信用事業強化計画の履行状況とともに
状況把握を行い，必要な指導および助言を行ってまいります。

ｂ 被災者ニーズを踏まえた支援方策への指導

− 被災者の状況に応じた，必要かつ十分な対応が継続的になされるよう，「宮城県ＪＡ経営改善対
策委員会」等を通じて，状況把握を行い，必要な指導および助言を行ってまいります。

被災債権の管理に関する指導
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４ 経営指導のための施策

定期的な報告を通じた進捗状況の管理と指導の実施。

信用事業強化計画の進捗管理

モニタリング

当組合に対して幹部職員1名の人材派遣。

震災相談部署への指導・サポートによる被災債権管理および円滑な資金供給にかかる指導・助言。

農業融資担当者（担い手金融リーダー）への指導・サポートによる，より専門的な農業金融サービスの

提供・相談に向けた支援。

モニタリング等を通じたリスク管理態勢の取組み支援。

計画の履行を確保するために必要な措置

ＪＡ全国監査機構による監査指摘事項等の指導への活用。

定期的な財務状況等のデータ分析やストレステストを通じた，状況把握，被災債権の管理・回収

に関する指導・助言および経営改善指導。

ＪＡ全国監査機構による監査との連携
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５ 優先出資の買取りにかかる事項

農水産業協同組合貯金保険機構に優先出資の買取りを求める額

１，４８８百万円

算定根拠

当組合が，被災者への債権の毀損等を最大限に見積もり，これらが顕在化したとしても十分な自己資本額を確保す

るため，１，８６０百万円の優先出資を発行するものです。なお，発行した優先出資は，（社）ジェイエイバンク支援協会

が全額引受けた後，うち１，４８８百万円については，再編強化法附則第３条に基づき，支援協会から貯金保険機構に

買取りを求めます。

買取額の算定にあたっては，「農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関す

る法律に関する留意事項について（再編強化法ガイドライン）」に基づき，優先出資の総額に10分の８を乗じて計算した
金額としております。

内容

非参加参加事項５

非累積的累積条項４

０．３２％配当率３

１，８６０百万円

（１，４８８百万円）

発行総額

（うち買取りを求める額）

２

社債型非累積的永久優先出資種類１
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（参考）再編強化法を活用したスキーム（概要）

農林中央金庫

（社）ジェイエイ
バンク支援協会

みやぎ亘理
農業協同組合

農水産業協同組
合貯金保険機構

支援要請

優先出資の買取り

１，４８８百万円

支援要請

指導

優先出資の引受け

１，８６０百万円
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はじめに 

 当金庫は，農漁協の信用事業系統の中央組織として，農林中央金庫及び特定農水産

業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律（以下，「法」という。）第

３条に定めるところにより，特定農水産業協同組合等に対し，信用事業の再編ならび

に強化を図るための必要な指導を行っております。 

 また，法第４条の定めるところにより，農業協同組合および信用農業協同組合連合

会に対する上記指導に関する基本的な方針として，｢ＪＡバンク基本方針」を定めて

おります。 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は，宮城県のみやぎ亘理農業協同組合

（以下，「当組合」という。）管内の農業および経済に甚大な被害をもたらしました。

また，当組合も被災し，本支店７店舗のうち本店を含む２店舗，経済施設６施設のう

ち３施設が被害を受けている状況にあります。 

このため，当組合は，地域の農業者をはじめとする組合員・利用者に対し，適切に

金融機能を発揮していくため，資本増強を図る方針を決定し，当金庫に対し資本増強

支援の要請を行いました。これを受け，当金庫は，当組合が地域の農業者に対する信

用供与の円滑化と，被災者支援・被災地域の復興を担う重要な農業協同組合であると

いう認識の下，当組合の資本増強支援にあたり，法を活用することにより，当組合の

財務基盤の健全性を確保することとし，法第 32 条第２項に定める指定支援法人であ

る社団法人ジェイエイバンク支援協会（以下，「支援協会」という。）に対し，当組合

が発行する優先出資の引受けの要請を行いました。 

 支援協会は，法附則第３条に基づき，農水産業協同組合貯金保険機構（以下，「貯

金保険機構」という。）に対し，当組合が発行する優先出資の取得にかかる申込みを

行うこととしております。 

 こうした資本増強により，当組合は財務基盤の健全性を確保し，農業者に対する信

用供与の円滑化と，被災者支援をはじめとする被災地域の復興に資する方策を実践す

るため，法附則第３条に定める「信用事業強化計画」を策定し，さまざまな施策に鋭

意取り組んでいくこととしております。 

 当金庫としましては，当組合における信用事業強化計画の実施についての指導に関

する計画として，法附則第４条第２項に定めるところにより，本「信用事業強化指導

計画」を策定のうえ，当組合に対し，指導および助言を実施するなど全面的な支援を

行ってまいる所存です。 

 

 

 

１ 信用事業強化指導計画の実施期間 

  当組合が策定する「信用事業強化計画」の実施期間が，平成 23 年４月から平成

28 年３月までであることから，当金庫も平成 23 年４月から平成 28 年３月までの信

用事業強化指導計画を実施いたします。 

  なお，今後計画に記載された事項について重要な変化が生じた場合，または生じ

ることが予想される場合には，遅滞なく主務大臣に報告をいたします。 
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２ 信用事業指導方針 

  当金庫は，当組合が信用事業強化計画を着実に履行し，農業者に対する信用供与

の円滑化と，被災者支援をはじめとする被災地域の復興に資する方策を着実に実施

するよう，当組合を含む被災組合の復興対策のため本支店の体制を整備する等,当

組合に対する指導を適時・適切に実施してまいります。 

なお，甚大な被害を受けた当組合の信用事業の基盤回復には，地域農業そのもの

の復旧・復興が必要不可欠であると認識しております。このため，地域の行政機関

や，全国農業協同組合中央会，宮城県農業協同組合中央会，全国農業協同組合連合

会，全国共済農業協同組合連合会の農協系統諸団体の協力を得ながら，実効性ある

指導を行っていくことといたします。 

こうした信用事業強化計画の進捗状況については，ＪＡバンク基本方針に基づく

モニタリングに加え，定期的な進捗管理を行い，必要な指導・助言を行ってまいり

ます。 

 

３ 信用事業指導契約の内容 

当金庫は，当組合と，信用事業指導契約（法附則第３条第１項第２号に規定する

信用事業指導契約をいう。）を以下のとおり締結することとしております。 

（１）当金庫は，法附則第４条第２項により主務大臣に提出した当組合にかかる信

用事業強化指導計画に基づき，被災債権の管理及び回収に関する指導その他

当組合の信用事業の強化のために必要な指導および助言（以下，「信用事業

強化指導等」という。）を行うものとし，当組合は，当該信用事業強化指導

等に基づき適切に信用事業を行うものとする。 

 

（２）当金庫は，当組合の信用事業強化計画が円滑かつ確実に実施されるよう，次

の内容の信用事業強化指導等を実施するものとする。 

a 信用事業強化計画に基づく各施策の実施状況および実績の把握ならびに
地域農業者への円滑な資金提供や金融サービスの充実に向けた指導・助

言 

b 財務内容の健全性および事業の健全かつ適切な運営を確保するための指
導・助言 

c 被災債権の管理および回収にかかる指導・助言 
 

（３）当金庫は，当組合から以下のとおり報告を受けるものとする。 

a 当金庫は，毎四半期終了後に，当組合の信用事業強化計画の進捗状況等
を確認し，その結果等を踏まえて当組合に対し必要な指導・助言を行う

ものとする。 

b 当組合は，「ＪＡバンク基本方針」に定める報告のほか，当金庫から，そ
の業務および財産の状況につき必要な報告を求められた場合は，その求

めに応じ必要な報告を行うものとする。 
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c 当組合は，財産，経営，業況に重大な変化が生じたとき，または生じる
おそれがあるときは，直ちに当金庫に対し報告し，必要な指導・助言を

受けるものとする。 

 

（４）本契約は，契約締結の日（支援協会による当組合が発行する優先出資の引受

けにかかる払込期日とする。）から効力を有し，当組合が法附則第 16 条第３

項の認定または附則第 17 条第２項の認定のいずれかを申請した日までの間

に限り，その効力を有するものとする。 

 

４ 損害担保契約の内容 

当組合は，損害担保契約（法附則第３条第１項第３号に規定する損害担保契約を

いう。）を行っておりません。 

 

５ 信用事業強化計画を実施するために行う指導の内容 

 

 （１）農業者に対する信用供与の円滑化その他の当組合が主として事業を行ってい

る地域における経済の活性化に資する方策への指導 

    農業者に対する信用供与の円滑化と地域経済の活性化に資するため，各施策

の実施状況および実績の把握に努めるとともに，これまで以上に地域の農業者

への円滑な資金提供や充実した金融サービスの実施が図られるよう指導・助言

を行ってまいります。 

 

 （２）財務内容の健全性および事業の健全かつ適切な運営の確保のための方策への

指導 

    財務内容の健全性および事業の健全かつ適切な運営を確保するための方策

については，ＪＡバンク基本方針に基づくオフサイトのモニタリング（月次・

半期・年次）および定期的な進捗管理を通じ，指導・助言を行ってまいります。 

 

 （３）被災債権（東日本大震災の被災者である債務者に対する債権をいう。）の管

理および回収に関する指導 

    当組合が実施する被災債権の管理および回収について，当金庫は，当組合か

らの日常的な相談等に対し，必要に応じ外部専門家の機能も活用しながら対応

するとともに，定期的な進捗管理を通じその実施状況を把握し，適時・適切に

指導・助言を行ってまいります。 

 

   ａ 被災債権の状況把握 

    当金庫では，被災債権の管理および回収について，四半期に一度の「宮城

県ＪＡ経営改善対策委員会」（以下，「対策委員会」という。）において，信

用事業強化計画の履行状況とともに状況把握を行い，必要な指導および助言

を行ってまいります。 
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   ｂ 被災者ニーズを踏まえた支援方策への指導 

当組合では，被災地域の現状と被災者の復興ニーズが多岐にわたる状況を

踏まえ，被災者からの声に丁寧に耳を傾け，被災状況，事業再生に向けた意

向，経営課題，ニーズの把握を的確に行ったうえで，被災者の状況に応じた

最適な支援策を提案・実施していくこととしております。 

当金庫では，被災者の状況に応じた，必要かつ十分な対応が継続的になさ

れるよう，対策委員会等を通じて，状況把握を行い，必要な指導および助言

を行ってまいります。 

 

 

６ 指導体制の強化 

  当金庫は，震災発生以降の復旧・復興支援のため，地震発生直後に災害対策本部

を設置し，各県に被災状況やシステムの稼働状況の確認を行いながら，金融面での

緊急対応や被災地への人的支援等の必要な対策を講じました。一方で，復興に向け

た対応策を検討するため，当金庫内に部横断的なプロジェクトを立ち上げ，他全国

連とも連携をとりながら，対応策を検討してまいりました。 

また，平成 23 年度からの２年間の「中期経営計画」を策定し，同計画において

復興支援を最重要課題と位置付けました。これに本支店一体となって取り組んでい

くため，平成 23 年 6 月 24 日付で理事長を本部長とする復興対策本部会議を新たに

設置するとともに，復興対策担当理事を配置しました。 

あわせて，本店ＪＡバンク統括部内に，被災農漁協等に対する経営支援策の検討

や利用者相談対応を行う「復興対策部」を新設し，行政機関や全国段階の農協系統

諸団体と連携するとともに，担当部・支店への指示・サポートを行っております。 

また, 当組合が所在する宮城県を担当する仙台支店内に，支店長をリーダーとす

る「ＪＡバンク宮城復興対策プロジェクト」を設置し，30 名を超える体制で信用事

業の復旧・復興にかかる，経営対策支援や農業者向け金融支援，二重債務問題対応

等の指導・取組みを行っており，県内ＪＡグループにより設置された「ＪＡグルー

プ宮城災害復興本部」と連携し，県行政や県段階の農協系統諸団体とともに，震災

からの復興に取り組んでいます。 

こうした支店と県段階の農協系統諸団体との連携強化のため，宮城県農業協同組

合中央会に幹部職員２名を派遣したほか，これとは別に，当組合における信用事業

強化計画の実施・進捗管理等を支援するため，当組合に対し幹部職員１名を専担で

配置し，人材派遣することとしております。 

なお,宮城県農業協同組合中央会においては，経営企画部を中心にＪＡ経営支援

チームを発足させ，当金庫とともに指導を行っているほか，全国農業協同組合連合

会宮城県本部，全国共済農業協同組合連合会宮城県本部とも連携し，当組合におけ

る信用事業強化計画の実施・進捗管理等をサポートしてまいります。 
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７ 経営指導のための施策 

（１） 信用事業強化計画の履行状況の管理 

   ａ 四半期報告 

 当組合の信用事業強化計画については，四半期に一度，対策委員会におい

て，県行政・県段階の農協系統諸団体等の協力を得ながら履行状況の把握を

行い，計画履行に向けて必要な指導および助言を行ってまいります。 

 

   ｂ 半期報告 

対策委員会を通じ把握した履行状況や当金庫等の指導状況については，半

期に一度，弁護士・税理士等の有識者により構成される「第三者委員会」に

報告を行い，意見の聴取ならびに評価を受けるものとします。同委員会の意

見・評価を踏まえ，当金庫経営管理委員会の下に設置し，全国の信用農業協

同組合連合会会長クラスにて構成されている「ＪＡバンク中央本部委員会」

に報告し，他県の農業協同組合等経営者による意見も踏まえ，必要な指導お

よび助言を行ってまいります。 

 

   ｃ 信用事業強化指導計画履行状況報告 

     当金庫は，法附則第８条第１項に基づき，当組合の信用事業強化計画の履

行状況の報告とあわせて，本信用事業強化指導計画の履行状況を主務大臣へ

報告いたします。 

 

（２） モニタリング 

当金庫は，ＪＡバンク基本方針に基づき，月次・半期・年次のモニタリング

を行っており，その情報をもとに，宮城県農業協同組合中央会の協力を得なが

らデータ分析，ストレステストを実施し，必要に応じて状況確認，被災債権の

管理・回収に関する指導・助言，および経営改善指導を行ってまいります。 

 

   ａ 月次モニタリング（オフサイト） 

     当金庫は，農協系統信用事業の共通システムを通じ，当組合のリスクや資

金運用状況を把握・点検するため，毎月，以下の項目についてモニタリング

を行っています。 

項   目 

① 有価証券残高 

② 有価証券評価損益額 

③ 貯証率 

④ 有価証券減損処理懸念額 

⑤ アウトライヤー比率（みなし補正値） 

⑥ ３か月以上延滞金残高 
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⑦ 貯貸率（みなし補正値） 

⑧ 外部格付のある与信のデフォルトによる損失見込額 

⑨ ストレステスト後自己資本比率（みなし補正値） 

⑩ 総体的なリスク量対自己資本（みなし補正値） 

    

ｂ 半期モニタリング（オフサイト） 

     当金庫は，経営状況を把握・点検するため，当組合から，半期決算終了後，

以下の報告を受け，モニタリングを行っています。 

    項   目 

① 上半期決算実績 

② 組織・事業量の概況（所定様式） 

③ 貸借対照表，損益計算書 

 

   ｃ 年次モニタリング（オフサイト） 

     当金庫は，経営状況を把握・点検するため，当組合から，事業年度終了後，

以下の報告を受け，モニタリングを行っています。 

    項   目 

① 業務報告書 

② 総（代）会資料（事業計画書を含む） 

③ ディスクロージャー誌 

④ 組織・事業量の概況（所定様式） 

⑤ 農協法等に定める経営健全性基準等の遵守状況 

⑥ 資産自己査定結果 

⑦ 貸出等信用供与の状況 

⑧ 余裕金運用の状況 

⑨ 自己資本比率の状況 

⑩ 金利リスク等 

⑪ 貸借対照表，損益計算書 

⑫ 部門別損益の状況 

⑬ 連結決算の状況 

⑭ 会計関連資料（減損損失，繰延税金資産等） 

⑮ アウトライヤー基準該当に関する報告書 

 

   ｄ オンサイトモニタリング 

     上記オフサイトによるモニタリングの結果，ＪＡバンク基本方針に定める

基準に抵触した場合は，宮城県農業協同組合中央会の協力を得ながら，当組

合の財務状況等について，統一された視点でオンサイトによるモニタリング

を行うこととしております。 
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 ｅ ＪＡ全国監査機構による監査との連携 

     信用事業を実施する農業協同組合は，全国農業協同組合中央会（ＪＡ全国

監査機構）による監査を半期毎に受けることとされており，同監査の指摘事

項等についても，ＪＡバンク基本方針に基づき農業協同組合から報告を受け，

指導に活用していくこととしております。 

 

（３） 計画の履行を確保するために必要な措置 

当金庫は，当組合の経営状況や課題等を把握したうえで，信用事業強化計画

の達成に必要と判断される措置を実施いたします。 

 

   ａ 人的支援の実施 

当金庫の専担職員１名を当組合への人材派遣（出向）に切り替え，前述の

ような指導体制を強化するとともに，農協系統諸団体が一丸となって当組合

のマネジメント強化をサポートいたします。 

 

   ｂ 震災相談部署への指導・サポート 

当組合本店金融部からの震災にかかる相談等に対しては，当金庫仙台支店

の推進担当課班が窓口となり, 当組合への説明会を開催するなどして，貸出

債権の管理・回収の実務における課題の整理や個人版私的整理ガイドライン

の対応などの二重債務問題にかかる指導・サポートを行っております。 

当金庫仙台支店としては, これまで以上に地域の農業者への円滑な資金

提供や充実した金融サービスの実施が図られるように，他ＪＡの事例の提供

などを通じて，必要な指導・サポートを行ってまいります。 

また，当組合が実施する被災債権の管理および回収について，当金庫は，

当組合からの日常的な相談等に対し，必要に応じ外部専門家の機能も活用し

ながら対応するとともに，定期的な進捗管理を通じその実施状況を把握し，

適時・適切に指導・助言を行ってまいります。 

 

ｃ 農業メインバンク機能強化の取組み 

     当金庫仙台支店に構築した，県内農業協同組合の農業融資推進のサポート

機能を担う「農業金融センター」機能の拡充・強化を通じ，当組合で農業融

資にかかる企画推進・管理を担う「担い手金融リーダー」等と連携し，当組

合の事業推進体制の確立と，当組合・当金庫仙台支店による一体的な農業融

資体制の整備を図ります。 

具体的には，将来的な地域農業の担い手である農業者を「メイン強化先」

と位置づけ，訪問活動等により農業金融にかかるニーズを的確に把握し，当

組合による，より専門的・高度な農業金融サービスの提供・相談等にかかる

対応を当金庫がサポートします。 
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また，当組合の営農・経済部門と信用部門の連携に向けた対応サポートや，

農業法人等大規模農業者のニーズにも対応すべく，当組合と同行訪問等を行

い，金融対応力の強化に向けて，必要な指導・サポートを行ってまいります。 

新規就農に対する支援については，新規就農者向け融資にかかる利子助成

や，（社）ＪＡバンクアグリ・エコサポート基金を通じた新規就農者向け研

修活動に対する助成措置を実施します。 

また，農畜産物の販売力強化等をサポートするため，売り手と買い手のビ

ジネスマッチング機能を強化し，農商工連携推進の取組みを行います。 

 

ｄ 人材育成への支援 

  被災地域において農業者をはじめとする組合員・利用者からの相談に的確

に対応し，様々なニーズに対応できる十分な金融手法や各種事業の知識をも

った人材の育成をサポートするため，当金庫関係会社の（株）協同セミナー

による通信研修の提供を行うほか，当金庫仙台支店主催による農業融資推進

等の研修を開催し，参加を奨励します。 

  また，個別勉強会の開催や事業推進の企画・実践等にかかるトレーニーの

受入れを行い，当組合の人材育成をサポートいたします。 

 

ｅ アグリビジネス投資育成（株）等の活用 

     当組合の農業者・農業法人等の取引先において，出資等のニーズがある場

合には，アグリビジネス投資育成（株）等の各種ファンドの活用について，

当組合の取組みを適切にサポートしてまいります。 

 

   f ＡＬＭサポートの実施 

     前述のモニタリング等を通じ，ＡＬＭの実施状況を確認する等，リスク管

理態勢の強化をサポートしてまいります。 

 

８ 優先出資等の買取りを求める額およびその内容ならびに指定支援法人が所有す

る優先出資等の額およびその内容 

  

（１）優先出資等の買取りを求める額およびその内容 

 

法附則第３条に基づき，支援協会が貯金保険機構に対し，当組合が発行する

優先出資の買取りを求める額およびその内容については，以下のとおりです。 

 

１ 種類 社債型非累積的永久優先出資 

２ 申込期限（払込日） 平成 24 年 3 月 23 日（金）（予定） 

３ 発行価格 

非資本組入額 

１口につき 5,000 円（額面金額１口 5,000 円）

－ 
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４ 発行総額 

うち買取りを求める額 

うち支援協会が所有する額 

1,860 百万円 

 1,488 百万円 

 372 百万円 

５ 発行口数 

うち買取りを求める口数 

うち支援協会が所有する口数

372,000 口 

 297,600 口 

74,400 口 

６ 配当率 0.32％ 

（平成 24 年 3 月 31 日を基準日とする期末の剰

余金の配当の場合は，払込期日から平成 24 年 3

月 31 日までの間の日数で日割り計算とする。）

７ 累積条項 非累積的 

８ 参加事項 非参加 

９ 残余財産の配分 次に掲げる順序により残余財産の分配を行う 

① 優先出資者に対して，優先出資の額面金額に

発行済優先出資の総口数を乗じて得た額を

その有する口数に応じて分配する。 

② ①の分配を行った後の残余財産の分配方法

は，総会においてこれを定める。 

③ この組合の残余財産の額が①により算定さ

れた優先出資者に対して支払うべき金額に

満たないときは，優先出資者に対して，当該

残余財産の額をその口数に応じて分配する。

 

（２）算定根拠 

当組合が，被災者への債権の毀損等を最大限に見積もり，これらが顕在化し

たとしても十分な自己資本額を確保するため，1,860 百万円の優先出資を発行

するものです。なお，発行した優先出資は，支援協会が全額引受けた後，うち

1,488 百万円については，法附則第３条に基づき，支援協会から貯金保険機構

に買取りを求めます。 

買取額の算定にあたっては，「農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等に

よる信用事業の再編及び強化に関する法律に関する留意事項について（再編強

化法ガイドライン）」に基づき，優先出資の総額の 10 分の８を乗じて計算した

金額としております。 

 

以上 




